
地域生活支援事業の内容 

事業名 内     容 

自発的活動支援事業 

障がいのある方が自立した日常生活及び社会生活を営むことがで

きるよう、障がいのある方及びその家族、地域住民等による地域に

おける自発的な取組みの支援を行います。 

相談支援事業 

市が委託する相談支援事業所（相談支援センター）において、障が

いのある方、その保護者、介護者などからの相談に応じ、必要な情

報提供等を行います。 

また、自立支援協議会を設置し、地域の相談支援体制やネットワー

クの構築を行います。 

成年後見制度利用支援事業 

成年後見制度を利用することが有用であると認められる障がいのあ

る方に対して、成年後見制度を利用する際の支援及び費用の補助

を行います。 

意思疎通支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能等の障がいのため、意思疎通を図ること

に支障がある方とその他の方の意思疎通を仲介するために、手話

通訳者や要約筆記者の派遣やビデオ通話による遠隔手話通訳サ

ービスなどを行います。 

手話奉仕員養成研修事業 
手話で日常会話を行うのに必要な手話語彙及び手話表現技術を

習得した手話奉仕員の養成研修を行います。 

日常生活用具給付等事業 

在宅生活を営む上で、日常生活用具を必要とする障がいのある方

に対して、給付又は貸与することにより、障がい者の日常生活の便

宜を図ります。 

移動支援事業 

心身の障がいのために屋外での移動が困難な障がいのある方に、

外出のための支援(個別ヘルパー派遣、視覚障がい者ガイドヘル

パー派遣等)を行います。 

また、障がい児の学校送迎活動を支援します。 

地域活動支援センター事業 

市が委託した地域活動支援センターに、障がいのある方が通い、

創作的活動又は生産活動の提供、社会との交流の促進等の便宜

を図ることで、地域生活を支援します。 

理解促進研修・啓発事業 

障がいのある方が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会

的障壁」を除去するため、障がいに対する理解を深める研修・啓発

を行います。 
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福祉ホーム事業 
住居を求めている障がいのある人に、低額な料金で、居室その他

の設備の利用及び日常生活に必要な便宜を提供します。 

訪問入浴サービス事業 

居宅介護等の入浴介護を受けることができない重度の身体障がい

がある方（障がい支援区分 3 以上）に、訪問による入浴サービスを

提供します。 

障がい者 

自立支援訓練事業 

福祉ホーム等に居住している障がいがある方に、ケアグループによ

る介助サービスを提供します。 

生活訓練等事業 
障がいのある方に対して、日常生活上必要な訓練、指導等を行い

ます。 



身体障がい者 

福祉センター事業 
身体に障がいのある方を対象にした講座等を開催します。 

日中短期入所事業 

居宅において介護者の疾病等の理由により、障がい者支援施設等

への短期間の入所が必要な障がいのある方について、施設等に短

期間の入所を行い、入浴、排せつ又は食事の介護等のサービスを

提供します。ただし、宿泊を伴わないものに限ります。 

タイムケア事業 
障がいのある中学生・高校生に対して、学校、施設等の授業等の

終了後等において、活動の場を提供します。 

巡回支援専門員 

整備事業 

発達障がい等に関する知識を有する専門員が、保育所等の児童

及びその父母が集まる施設等を巡回し、当該施設等の支援を担当

する職員及び当該施設に通所している児童の保護者に対して、障

がいの早期発見及び早期対応のための助言等の支援を行いま

す。 

社会参加支援事業 

障がいのある方を対象に、スポーツ教室開催等を行います。また、 

上肢・下肢・移動・体幹機能障がいの方の自動車運転免許取得費

や自動車改造費への助成、車いすの使用に配慮した重度身体障

がい者介護用車両改造費等への助成を行います。 

専門性の高い相談支援事業
（※） 

発達障がい、高次脳機能障がいなど専門性の高い障がいについ

て、相談に応じ、必要な情報提供等を行います。 

専門性の高い意思疎通支援

を行う者の養成研修事業（※） 

手話通訳者・要約筆記者養成研修事業、盲ろう者向け通訳・介助

員養成研修事業を行います。 

専門性の高い意思疎通支援

を行う者の派遣事業（※） 

手話通訳者・要約筆記者派遣事業、盲ろう者向け通訳・介助員派

遣事業を行います。 

山形県との共同設置になり、窓口は山形県になります。 
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